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「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想

「にいがたPPP/PFI研究フォーラム」

新設

「（仮称）地域プラットフォーム」

2024年1月から全5回にわたり、PPP/PFIの情報発
信を行い、各回の参加者は官民合わせて約200名
と一定の注目度と効果は有り。
現在、にいがたPPP/PFI研究フォーラムは、情報
提供が中心になっており、今後は「双方向のディス
カッション」による具体的な案件創出を目指したい。

にいがたPPP/PFI研究フォーラムを補完し、地域
課題を解決する具体的な案件を「創出・共創」する
ため、地域・業界の垣根を超えた「双方向のディス
カッション」を行うことができる会議体（地域プラット
フォーム）を発足する。
設立時は、賛同いただいた自治体・弊行・官民連携
支援センターが参画。順次、民間企業・大学などの
参画も検討していく。
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「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想 ～設立の目的～

単独の市町村に留まらない、地域共通の課題に対する解決策や広域連携等の検討を行い、新潟県内における面的活性
化の実現を目指す座組を構築することが目的。

＜自治体にとってのメリット＞
✓ 地域特有かつ共通の課題にフォーカスしたテーマ
設定を行うことで、各参加者が「自分事」の目線
を持って広域の議論を行うことができる。

✓ 弊行を「ハブ」役として活用することで個別市町村
の枠を超えた発想で課題解決に向けた案件創出
を検討をすることができる。

✓ 各自治体の課題解決に向けた取り組みに関して、
好事例や課題を共有することで、新潟県内におけ
る有機的な横連携をさらに醸成することができる。
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「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想 ～運営イメージ～
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・会議体では、「全自治体が持つ共通の課題と解決に向けた対応策」や「地域特有の課題の解決に向けた連携策」等の
テーマを、事前に弊行が設定し、各自治体へアナウンス。
・当日は、各自治体よりテーマに関する好事例や課題、検討状況などを発表いただき、その後ディスカッション。
・将来的には、市町村の枠を超えた広域的な案件創出を検討していく想定。

＜共通課題（例）＞
・廃校利活用策
・空き家対策

・老朽化したインフラの統廃合
・防災対策（BCP)

・観光コンテンツの連携PRに
よる周遊創出 など

近隣自治体の取組共有
広域での課題解決検討

＜地域特有課題（例）＞
・近隣の観光資源との連携
・観光地を繋ぐ二次交通
・オーバーツーリズム対策

など

目指す方向性の共有
共同実証事業等の検討

各自治体が意見交換を行い、
新たなアイデアを生み出す
「オープンイノベーション」の場

＜会場＞
・弊行の営業店会議室または、中核市町村の会議室
・拡大していくにつれ、各地域のMICE施設等の利用を検討
・設立目的を踏まえ、原則リアル開催（やむを得ない場合はオンライン参加も可）



設立時メンバー 役割

各市町村の政策企画部長クラス ・コアメンバー

各市町村のテーマに応じた担当課職員 ・テーマに応じた内容の準備・発表

新潟県 ・共創パートナー（市町村支援）

㈱民間資金等活用事業推進機構（PFI推進機構）
官民連携支援センター

・アドバイザー（市町村支援・企画支援）

第四北越銀行 ・市町村発表を踏まえ、各ステークホルダーへのアクション

県内地域金融機関 ・地域課題解決に向けた連携

民間事業者、大学 ・テーマに応じてスポット参画を依頼

「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想 ～設立時メンバー・役割～
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「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想 ～開催までの流れ～

企画

•事務局（弊行）は、県内外動向や、自治体・民間企業・大学などからの意見を参考にテーマ設定を行う。

•事務局と弊行営業店が、会場調整および日程調整する。

案内
•事務局から、開催案内及び出欠確認の文書を送付。開催案内を受けたメンバーは、調整のうえ出欠回答。

準備

•市町村は、設定されたテーマに沿って、自身の取組状況や、成果が出ている点、課題があり停滞している点、

今後の展望や検討状況などについて発表準備。

開催

•事務局は当日の設営・受付等を行うとともに、司会進行を担う。

•市町村は準備した内容を発表。テーマによっては新潟県からも発表。

•民間事業者、官民連携支援センターは、事例紹介やアドバイス等を行う。

フォロー

•事務局は開催時に話された内容を踏まえ、アドバイザーとともに解決策を検討。解決策に繋がる民間事業

者の紹介等を行う。

四
半
期
毎
～
半
期
毎
に
１
回
の
開
催
を
想
定



「（仮称）地域プラットフォーム」設立の構想 ～今後の進め方～
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新潟県及び弊行より、自治体の皆様へ、改めて本件の趣旨を説明し、（仮称）地域プラットフォーム設立
に際して参画をご依頼します。

自治体の皆様へ、正式にご案内。

ご賛同いただけた自治体の方々と、設立およびキックオフミーティングの準備。
その後、地域金融機関の皆さまに対してご案内。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

実施済

3月～
ご案内予定

4月設立
予定
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【参考】設置要綱（案）
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【参考】PPP/PFI推進アクションプラン（令和7年改定版）

［抜粋］

ⅲ）地域課題の解決と持続可能で活力ある地域経済・社会の実現

PPP/PFIによる良好な公共サービスの提供や民間事業者の収益事業の展開

は、地域のにぎわいの創出や、地域課題の解決に資する取組を実現するとともに、

地域企業、地方公共団体、大学、金融機関等の関係者間でパートナーシップ形

成し、持続可能で活力ある地域経済・社会の実現に向けた取組を促進する。その

際、地域金融機関は、官民双方の立場を理解し両者をつなぐ「ハブ」の役割を果

たすことが期待できるため、地域金融機関が具体的な案件形成に参画することが

重要である。PPP/PFIの推進による魅力的で活力ある地域の実現は、地方創生

2.0等の推進に貢献することが期待される。

出所：PPP/PFI推進アクションプラン（令和７年改定版）
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【参考事例】様々なPPP手法

◆ PFI以外の官民連携手法について
も、適宜情報発信してまいります。

出所：株式会社山口FG、株式会社YMFG ZONEプラニング
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【参考事例】小規模市町村における事業実施

出所：官民連携支援センター作成資料

◆小規模の市町村であっても、大
手企業と地元企業が連携したコ
ンソーシアムにより、PFI事業実現
⇒定住人口減少という課題への
対応、がなされています。
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【参考事例】異なる自治体の連携による合同事業

出所：官民連携支援センター作成資料

◆同種の施設整備を行う場合、合
同で整備することで大幅なコスト
抑制が期待できます。

◆自治体間での調整が必要となり
ますが、近年は新潟県内でも「ご
み処理施設」や「最終処分場」
等で検討が進んでいます。
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【参考事例】老朽化した複数の自治体施設を集約

出所：官民連携支援センター作成資料

◆近年、老朽化した自治
体所有インフラ施設の
更新は、全自治体にお
ける共通かつ大きな課
題です。

◆人口減少を見据え、必
要に応じてサイズダウン
を検討しながら効率的
な事業実施を行う目的
として、複数の施設を集
約する事例が増加して
います。

◆ また、地元企業が参画
しやすい配慮もなされる
ようになってきています。
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【参考事例】廃校利活用事例① ～熊本県菊池市～

出所：文部科学省資料

◆廃校を活用し、酒蔵と
体験型宿泊施設を整備。
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【参考事例】廃校利活用事例②（青森県） ～生ハム工房～

出所：文部科学省資料
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【参考事例】廃校利活用事例③ （埼玉県）～ロケ地活用～

出所：文部科学省資料
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【参考事例】廃校利活用事例④ （長岡市）～障害福祉サービス事業～

出所：文部科学省資料
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【参考事例】廃校利活用事例⑤ （島根県）～陸上養殖施設～

出所：文部科学省資料




